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北九州市告示第３７６号 

  瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号）第５条第１項の

規定による特定施設の設置の許可申請があったので、同条第４項の規定により

その概要を告示し、同条第３項に規定する事前評価に関する事項を記載した書

面を次のとおり公衆の縦覧に供する。 

 なお、当該特定施設の設置に関し利害関係を有する者は、縦覧期間満了の日

までに、北九州市長に、事前評価に関する事項についての意見書を提出するこ

とができる。  
  令和６年９月６日 

北九州市長 武 内 和 久  
１  申請の概要  

（１） 申請者  
      北九州市八幡西区黒崎城石１番１号 

三菱ケミカル株式会社九州事業所 

九州事業所長 西村仁志 

（２） 工場又は事業場の所在地及び名称  
      北九州市八幡西区黒崎城石１番１号  

三菱ケミカル株式会社九州事業所  
 （３） 設置される特定施設に関する事項 

ア 名称、種類及び能力 

（ア） 製品混合槽（Ｎ－６１３）及び再生塔（Ｄ－６１０） 

名称 製品混合槽（Ｎ－６１３） 再生塔（Ｄ－６１０） 

種類 

水質汚濁防止法施行令（昭

和４６年政令第１８８号）

別表第１の第３７号イに掲

げる洗浄施設 

水質汚濁防止法施行令別表

第１の第３７号イに掲げる

洗浄施設 

能力 １５ｍ３／日 １５ｍ３／日 

（イ） 熱処理缶（Ｎ－６２６）及びＭＥＴ蒸留塔（Ｄ－４９５） 

名称 熱処理缶（Ｎ－６２６） ＭＥＴ蒸留塔（Ｄ－４９５） 
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種類 

水質汚濁防止法施行令別表

第１の第３７号イに掲げる

洗浄施設 

水質汚濁防止法施行令別表

第１の第３７号ロに掲げる

分離施設 

能力 ８０ｍ３／日 ２４ｍ３／日 

（ウ） 除酸缶（Ｒ－３３０） 

名称 除酸缶（Ｒ－３３０） 

種類 
水質汚濁防止法施行令別表第１の第３７号イに掲げる洗

浄施設 

能力 ２３．３ｍ３／バッチ 

イ 使用時間間隔、１日当たりの使用時間、季節的変動及び施設の使用開 

始年月日 

（ア） 製品混合槽（Ｎ－６１３）及び再生塔（Ｄ－６１０） 

名称  
製品混合槽  

（Ｎ－６１３）  

再生塔  

（Ｄ－６１０）  

使用時間間隔  間欠  間欠  

１日当たりの使用時間  ２０時間  ２０時間  

季節的変動  なし  なし  

使用開始年月日  許可日以降  許可日以降  

（イ） 熱処理缶（Ｎ－６２６）及びＭＥＴ蒸留塔（Ｄ－４９５） 

名称  
熱処理缶  

（Ｎ－６２６）  

ＭＥＴ蒸留塔  

（Ｄ－４９５）  

使用時間間隔  間欠  間欠  

１日当たりの使用時間  ２０時間  ２０時間  

季節的変動  なし  なし  

使用開始年月日  許可日以降  許可日以降  

（ウ） 除酸缶（Ｒ－３３０） 
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名称  除酸缶（Ｒ－３３０）  

使用時間間隔  間欠  

１日当たりの使用時間  １８時間  

季節的変動  なし  

使用開始年月日  許可日以降  

ウ 使用時において当該特定施設から排出される汚水等の１日当たりの量及 

び汚染状態 

（ア） 製品混合槽（Ｎ－６１３）及び再生塔（Ｄ－６１０） 

名称  
製品混合槽  

（Ｎ－６１３）  

再生塔  

（Ｄ－６１０）  

汚水等の量  

（ｍ３／日）  

通常 ２７  

最大 ２７  

通常 ３４２  

最大 ３４２  

水素イオン濃度  
通常 ６～８  

最大 ６～８  

通常 ６～８  

最大 ６～１４  

化学的酸素要求量  

（ｍｇ／ℓ ）  

通常 ８  

最大 １０  

通常 １５３  

最大 １５３  

浮遊物質量  
（ｍｇ／ℓ ）  

通常 １０  

最大 １０  
―  

（イ）熱処理缶（Ｎ－６２６）及びＭＥＴ蒸留塔（Ｄ－４９５） 

名称  
熱処理缶  

（Ｎ－６２６）  

ＭＥＴ蒸留塔  

（Ｄ－４９５）  

汚水等の量  

（ｍ３／日）  

通常 ８０  

最大 ８０  

通常 ２０  

最大 ２４  

水素イオン濃度  
通常 ６～８  

最大 ６～１４  

通常 ６～８  

最大 ６～８  

化学的酸素要求量  

（ｍｇ／ℓ ）  

通常 ４０  

最大 １００  

通常 ５，０００  

最大 １０，６００  

浮遊物質量  

（ｍｇ／ℓ ）  

通常 １  

最大 ４０  

通常 ５  

最大 ５  
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（ウ） 除酸缶（Ｒ－３３０） 

名称  除酸缶（Ｒ－３３０）  

汚水等の量  

（ｍ３／日）  

通常 １５０  

最大 １８２  

水素イオン濃度  
通常 ０～４  

最大 ０～４  

化学的酸素要求量  

（ｍｇ／ℓ ）  

通常 ５００  

最大 ８９０  

浮遊物質量  
（ｍｇ／ℓ ）  

通常 ２０  

最大 ３０  

（４） 汚水等の処理施設に関する事項 

   汚水の処理施設の名称、使用時における当該汚水処理施設による処理後

の汚水等の１日当たりの通常の量及び最大の量並びに当該汚水等の汚染状

態の通常の値及び最大の値等 

  ア 処理施設名 Ｚ７５３（４００ｍ３中和ピット） 

（ア） 排水量及び汚染の状態 

項目 設置前  設置後  

汚水等の量  
（ｍ３／日）  

通常 ２，８４６ 

最大 ２，８４６  
通常 ３，２６８ 

最大 ３，２７１  

水素イオン濃度  通常 ６～８ 

最大 ６～８ 
同左  

化学的酸素要求量  

（ｍｇ／ℓ ）  
通常 １，９３９ 

最大 ２，９０８ 

通常 １，７４９ 

最大 ２，６２３ 

浮遊物質量  
（ｍｇ／ℓ ）  

通常 ５０ 

最大 １００ 
同左 

イ 処理施設名 排水処理設備ＡＳＡ２ 

（ア） 排水量及び汚染の状態 

項目 設置前  設置後  
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汚水等の量  
（ｍ３／日）  

通常 ８，８７２ 

最大 １０，８２１  
通常 ９，１９８ 

最大 １１，１５０  

水素イオン濃度  通常 ６～９ 

最大 ６～９ 
同左  

化学的酸素要求量  
（ｍｇ／ℓ ）  

通常 １９２ 

最大 ２３０ 

通常 １８６ 

最大 ２３０ 

浮遊物質量  
（ｍｇ／ℓ ）  

通常 ６７ 

最大 ８６ 

通常 ６４ 

最大 ８６ 

ノルマルヘキサン抽

出物質含有量 

（ｍｇ／ℓ ）  

通常 － 

最大 ４ 
同左 

フェノール類含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 － 

最大 ９ 
同左  

窒素含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 １７８ 

最大 ２５４ 

通常 １７３ 

最大 ２５４  

燐
りん

含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 １０．５ 

最大 ３８ 

通常 １０．２ 

最大 ３８  

ふっ素及びその化合

物（ｍｇ／ℓ ） 

通常 １ 

最大 ６ 
同左 

（５） 排出水に関する事項  
ア 排水口名 Ｎｏ．１排水口  

（ア） 排水の量及び汚染状態 

項目 設置前  設置後  

排出水の量  
（ｍ３／日）  

通常 １５，２０７ 

最大 １９，２９６  
同左 

水素イオン濃度  通常 ５～９ 

最大 ５～９ 
同左  
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化学的酸素要求量  
（ｍｇ／ℓ ）  

通常 ２２．２ 

最大 ３８ 
同左 

浮遊物質量  
（ｍｇ／ℓ ）  

通常 ２６．６ 

最大 ４０ 
同左 

ノルマルヘキサン抽

出物質含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 ０．２５ 

最大 １ 
同左  

窒素含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 ３３．４ 

最大 ６０ 
同左  

燐含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 １．３４ 

最大 ４．８ 
同左 

溶解性鉄含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 ２．５ 

最大 １０ 
同左 

イ 排水口名 Ｎｏ．５排水口  
（ア） 排水の量及び汚染状態 

項目 設置前  設置後  

排出水の量  
（ｍ３／日）  

通常 ５７，１８５ 

最大 ７７，２７８  
同左 

水素イオン濃度  通常 ５～９ 

最大 ５～９ 
同左  

化学的酸素要求量  
（ｍｇ／ℓ ）  

通常 ４０ 

最大 ４５ 
同左 

浮遊物質量  
（ｍｇ／ℓ ）  

通常 ３０ 

最大 ４０ 
同左 

ノルマルヘキサン抽

出物質含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 － 

最大 １ 
同左  
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フェノール類含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 － 

最大 １ 
同左  

窒素含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 ６０ 

最大 １２０ 
同左  

燐含有量 

（ｍｇ／ℓ ） 

通常 ２．６ 

最大 ９ 
同左 

ふっ素及びその化合

物（ｍｇ／ℓ ） 

通常 ６ 

最大 ６．７ 
同左  

２  縦覧の期間及び場所  
（１） 期間  

令和６年９月６日から同年９月２７日まで（日曜日、土曜日及び国民の  
  祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。  
  ）の毎日午前８時３０分から午後５時１５分まで  

（２） 場所 

北九州市小倉北区城内１番１号 

北九州市環境局環境監視部環境監視課 

３  意見書の提出要領  
事前評価に関する事項についての意見をできるだけ具体的に記載した文書 

を、令和６年９月２７日までに前項第２号の場所に到着するように提出する 

こと。 
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北九州市公告第６５３号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第２１条第

２項において準用する法第１９条第１項の規定により北九州広域都市計画を変

更するので、法第２１条第２項において準用する法第１７条第１項の規定によ

り次のとおり公告し、当該都市計画の変更案を公衆の縦覧に供する。 

 なお、住民及び利害関係人は、縦覧期間満了の日までに、縦覧に供された都

市計画の変更案について、北九州市に意見書を提出することができる。 

  令和６年９月６日 

                    北九州市長 武 内 和 久   

１ 都市計画の種類 

  地区計画 

２ 都市計画の名称及び区域 

名称 区域 

曽根地区地区計画 北九州市小倉南区下曽根二丁目、曽根北

町、大字曽根及び沼南町三丁目地内 

３ 都市計画の変更案の縦覧場所 

北九州市小倉北区城内１番１号 

  北九州市都市戦略局計画部都市計画課 

４ 縦覧期間 

  この公告の日から令和６年９月２０日まで（日曜日、土曜日及び国民の祝

日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の

毎日午前８時３０分から午後５時１５分まで 

５ 意見書の提出要領 

  当該都市計画の変更案についての意見をできるだけ具体的に記載した文書

を、令和６年９月２０日までに、北九州市都市戦略局計画部都市計画課に到

着するように提出すること。 

条 例  
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北九州市公告第６５４号 
 市有財産を一般競争入札により売り払うので、北九州市契約規則（昭和３９

年北九州市規則第２５号。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定に

より、次のとおり公告する。 
令和６年９月６日 

                    北九州市長 武 内 和 久 

１ 売り払う物件 
 （１） 物件番号１ 
  ア 所在地 小倉北区井堀二丁目１１番９６外２筆 
  イ 公簿地目 宅地 
  ウ 実測面積 ４，２３０．３０平方メートル 
  エ 最低売却価格 ９，５１９万円 
 （２） 物件番号２ 
  ア 所在地 八幡西区金剛二丁目１６５３番１外１筆 
  イ 公簿地目 原野 山林 
  ウ 実測面積 １６，５２５．０５平方メートル 
  エ 最低売却価格 １億８，７４０万円 
２ 契約条項を示す場所及び期間 
 （１） 場所 
   北九州市小倉北区城内１番１号 
   北九州市財政・変革局市政変革推進室 
 （２） 期間 

    この公告の日（以下「公告日」という。）から令和６年１１月２９日ま

で（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

８号）に規定する休日（以下「日曜日等」という。）を除く。）の毎日午

前８時３０分から午後５時１５分まで 
３ 入札条件を示す場所及び期間 
 （１） 場所 
   北九州市小倉北区城内１番１号 
   北九州市財政・変革局市政変革推進室 
 （２） 期間 

公告日から令和６年１０月２５日まで（日曜日等を除く。）の毎日午前

８時３０分から午後５時１５分まで 
４ 現地見学会の日時及び申込みを受け付ける期間 
 （１） 日時 
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ア 物件番号１ 令和６年１０月２日の午前１０時から正午まで 
イ 物件番号２ 令和６年１０月３日の午前１０時から正午まで 

 （２） 申込みを受け付ける期間 
公告日から令和６年９月２７日まで（日曜日等を除く。）の毎日午前８

時３０分から午後５時１５分まで 
申込みは、北九州市財政・変革局市政変革推進室に電話で行うこと。 

５ 入札参加申込みを受け付ける場所及び期間 
 （１） 場所 
   北九州市小倉北区城内１番１号 
   北九州市財政・変革局市政変革推進室 
 （２） 期間 

令和６年１０月２４日及び同月２５日のそれぞれ午前９時から午後５時

まで。 
来庁日時については、あらかじめ北九州市財政・変革局市政変革推進室

に電話で連絡し調整すること。 
６ 入札及び開札の日時及び場所 
 （１） 入札日時  

ア 物件番号１ 令和６年１１月２９日 午後２時 
イ 物件番号２ 令和６年１１月２９日 午後３時 

 （２） 開札日時 入札締切り後直ちに行う。 
 （３） 入札及び開札の場所  
   北九州市小倉北区城内１番１号 
   北九州市役所本庁舎地下２階第２入札室 
７ 入札保証金 
 （１） 入札価格の１００分の１０以上 

（２） 落札者が契約を締結しないときは、入札保証金は、北九州市に帰属

する。 
８ 入札に参加することができる者の資格 
  次に掲げる事項のいずれにも該当しない者であること。 

（１） 北九州市が行う市有地売払いに関し、アからエまでの事実があった

後２年を経過していない者 
  ア 入札を取り消されたことがある者 
  イ 落札者として資格を取り消されたことがある者 
  ウ 先着順売払いの申込みを取り消されたことがある者 
  エ 正当な理由がなく契約を締結せず、又は履行しなかった者 
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（２） 入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得

ない者 
（３） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号。以下「法」という。）第２条第２項に規定する暴力団（以下「暴

力団」という。）のほか、次に掲げる者 
ア 入札に係る物件を暴力団の事務所その他これに類するものの用に供し

ようとする者 
イ 法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又

は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 
 ウ 法人でその役員等が暴力団員である者又は暴力団員がその経営に実質

的に関与している者 
エ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって暴力団を利用している者 
オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等

直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 
カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 
キ 暴力団又は暴力団員であると知りながらこれを不当に利用している者 
ク アからキまでに掲げる者の依頼を受けて入札に参加しようとする者 

（４） 契約規則第２条の規定に該当する者 

９ 入札の無効 
契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札及び入札に関する条件に

違反した入札は、無効とする。 
１０ 入札の中止 
  特別の事情がある場合は、入札を中止し、延期し、又は取り消すことがあ

る。この場合において、入札者及び入札に加わろうとする者が損失を受けて

も、北九州市は、補償の責めを負わない。 
１１ 先着順売払いについて 
  入札者がないとき、又は落札者が契約を締結しないときは、先着順により

申込みを受け付け、資格審査の上、売り払う。 
（１） 受付及び申請書を交付する場所 
  北九州市小倉北区城内１番１号 
  北九州市財政・変革局市政変革推進室 
（２） 受付期間 

  ア 物件番号１ 令和６年１２月２０日から令和７年４月１８日まで（日

曜日等及び令和６年１２月２９日から令和７年１月３日までの日を除く
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。）の毎日午前９時から午後５時まで 
イ 物件番号２ 令和６年１２月２０日から令和７年２月２０日まで（日

曜日等及び令和６年１２月２９日から令和７年１月３日までの日を除く

。）の毎日午前９時から午後５時まで 
（３） 買受資格 
  入札に参加することができる者の資格と同じ。 

１２ 入札等に係る問合せ先 
  北九州市小倉北区城内１番１号 

北九州市財政・変革局市政変革推進室 
電話 ０９３－５８２－２００７ 
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北九州市選挙管理委員会告示第５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の規定による各種請求、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）の規定による教

育長又は委員の解職請求並びに市町村の合併の特例に関する法律（平成１６年

法律第５９号）の規定による合併協議会設置の請求及び合併協議会設置の投票

の請求をするに必要な選挙人の数は、次のとおりである。 

  令和６年９月２日 

                      北九州市選挙管理委員会 

                      委員長 新 上 健 一 

１ 地方自治法第７４条第１項（条例の制定又は改廃の請求）及び第７５条第

１項（市の事務の監査の請求）並びに市町村の合併の特例に関する法律第４

条第１項（合併協議会設置の請求）及び第５条第１項（同一請求関係市町村

の長に対する合併協議会設置の請求）に規定する選挙権を有する者の５０分

の１の数 

  １万５，４２３人 

２ 地方自治法第７６条第１項（議会の解散の請求）、第８１条第１項（市長

の解職の請求）及び第８６条第１項（副市長、選挙管理委員（市の選挙管理

委員に限る。）又は監査委員の解職の請求）並びに地方教育行政の組織及び

運営に関する法律第８条第１項（教育委員会の教育長又は委員の解職の請求

）に規定する選挙権を有する者の４０万を超える数に６分の１を乗じて得た

数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数 

  １９万５，１９０人 

３ 地方自治法第８０条第１項（議会の議員の解職の請求）及び第８６条第１

項（選挙管理委員（区の選挙管理委員に限る。）の解職の請求）に規定する

選挙権を有する者の３分の１の数 

  門司区   ２万６，１６８人 

  小倉北区 ４万９，９４２人 

  小倉南区 ５万７，１８０人 

  若松区  ２万１，９７７人 

  八幡東区 １万７，７９２人 

  八幡西区 ６万８，４４６人 

  戸畑区  １万５，５４３人 

４ 市町村の合併の特例に関する法律第４条第１１項（合併請求市町村の選挙

管理委員会に対する合併協議会設置協議の投票の請求）及び第５条第１５項

（合併協議会設置協議否決市町村の選挙管理委員会に対する合併協議会設置
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協議の投票の請求）に規定する選挙権を有する者の６分の１の数 

  １２万８，５２４人 
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